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（3）赤字市町村数の推移

　県内市町村において、普通会計の実質収支が赤字となった団体は、昭和61年度の13団体をピークに減
少しており、平成22年度にはなくなりました。
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（注）全国の実質収支が赤字の市町村数には、合併に伴う打切り決算により赤字となった市町村が含まれている。
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（注）「準用財政再建団体」とは昭和30年度以降の赤字団体で旧再建法の規定を準用して財政再建を行う団体である。
※北海道夕張市は、平成21年度に健全化法に基づく財政再生計画を策定。それまでは、旧再建法に基づく財政再建計画が存続。

実質収支が赤字の市町村数

準用財政再建団体数及び財政再生団体数の推移
年　度
全　国
本　県

②連結実質赤字比率

連結実質赤字額が生じた県内市町村はありません。

①実質赤字比率

実質赤字額が生じた県内市町村はありません。

（4）健全化判断比率等の状況（令和３年度）

　令和3年度決算に基づく健全化判断比率等について、早期健全化基準・財政再生基準以上となる県内の
市町村はありません。各比率（①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負担
比率、⑤資金不足比率）の県内市町村の状況については、以下のとおりです。
　なお、各比率の説明は8～9ページをご覧ください。
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経常収支比率の状況（令和３年度）

　経常収支比率が100％以上の市町村は全国に3団体あり、本県の市町村はありませんでした。普通交付
税の増加が要因で、県内市町村の多くの団体において改善がみられました。

経常収支比率

　財政構造の弾力性を測定する指標で、人件費、扶助費、公債費等の経常的な経費に
充てる一般財源と、地方税、普通交付税、地方譲与税等の経常一般財源との比率。
　この比率が低いほど、普通建設事業費等の臨時的経費に充当できる一般財源に余裕
があり、財政構造が弾力性に富んでいることになります。
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③実質公債費比率

県内市町村（政令市除く）の実質公債費比率（単純平均）は、前年度から0.1ポイント減の6.2％
となっています。早期健全化基準・財政再生基準以上となる団体はありません。

（注１）実質公債費比率が18%以上となる団体については、起債に当
たり総務大臣等の許可が必要となる。

（注２）実質公債費比率については、地方公共団体財政健全化法上、
3ヶ年平均値を用いることとされているため、0％未満となる
ことも想定した規定となっている。

実質公債費比率の推移
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④将来負担比率
県内市町村（政令市除く）の将来負担比率（単純平均）は、前年度から6.4ポイント減の11.7％
となっています。早期健全化基準以上となる団体はありません。

⑤資金不足比率
県内市町村（政令市除く）の1つの公営企業会計で資金の不足額が生じ、経営健全化基準以上と
なる公営企業会計はありません。

（注）政令市を除く市町村単純平均

将来負担比率の推移
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額なこと等によって、将来負担比率が算定されない場合である。 R3R2
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③実質公債費比率

県内市町村（政令市除く）の実質公債費比率（単純平均）は、前年度から0.1ポイント減の6.2％
となっています。早期健全化基準・財政再生基準以上となる団体はありません。

（注１）実質公債費比率が18%以上となる団体については、起債に当
たり総務大臣等の許可が必要となる。

（注２）実質公債費比率については、地方公共団体財政健全化法上、
3ヶ年平均値を用いることとされているため、0％未満となる
ことも想定した規定となっている。
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（注） 政令市を除く

（注）政令市を除く

５ 債務と積立
（1）地方債発行額の推移

　地方債発行額は、平成23年度に減少しましたが、緊急防災・減災事業債等の増により平成24年度から
増加に転じました。平成28年度は合併特例事業債等の減により大きく減少しましたが、近年は概ね横ば
いとなっています。

（2）公債費の推移

　公債費（元利償還金）は、平成19年度をピークに減少傾向にありましたが、平成30年度から増加に転
じ、令和3年度は前年度と比べ約22億円の増となっています。
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（4）積立金現在高の推移

　積立金現在高は、平成20年度から概ね増加傾向にあり、令和3年度は前年度と比べ、約461億円の増とな
っています。

（注）1 政令市を除く
　　　2 債務負担行為額は、翌年度以降支出予定額である。
　　　3 「公債費」には利子を含み「現在高」には利子を含まないため、
　　　　前年度現在高＋当年度発行額－当年度償還額（公債費）＝当年度現在高とはならない。
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　令和3年度末の地方債現在高と債務負担行為額を合わせると１兆2,167億円にのぼり、ピーク時の令和
2年度を204億円上回り過去最高となりました。
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５ 債務と積立
（1）地方債発行額の推移

　地方債発行額は、平成23年度に減少しましたが、緊急防災・減災事業債等の増により平成24年度から
増加に転じました。平成28年度は合併特例事業債等の減により大きく減少しましたが、近年は概ね横ば
いとなっています。

（2）公債費の推移

　公債費（元利償還金）は、平成19年度をピークに減少傾向にありましたが、平成30年度から増加に転
じ、令和3年度は前年度と比べ約22億円の増となっています。
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　　　出典：令和4年地方公共団体定員管理調査（令和4年4月1日現在）
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（注）政令市を除く
　　　出典：令和4年地方公務員給与実態調査（令和4年4月1日現在）

H24

６ 職員数の状況
（1）職員数の推移

　減少傾向にあった市町村職員数は、平成29年度以降増加に転じましたが、令和3年度は減少となりまし
た。令和4年4月1日現在においては、前年と比べ2人増加となり、約1万8千人となっています。

市町村職員数の推移（令和4年4月1日現在）
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（注）1 政令市を除く
　　　　出典：令和4年地方公共団体定員管理調査（令和4年4月1日現在）

一般行政
　　12,833人
　　　70.5％

議会・総務
4,135人
（＋276）

民生
3,170人
（＋62）

土木
1,691人
（▲45）

衛生
1,514人（＋41）

その他
2,323人（▲27）

教育
2,248人
（▲365）

病院
438人
（▲376）

その他
2,026人
（▲144）

消防
658人
（▲13）

（2）部門別職員数の状況

　市町村職員数を部門別に平成24年とその増減を比較すると、教育、病院などで職員数が大幅に減少し
ており、全体としても約3.1％の減となっています。
　また、令和4年の部門別職員数の状況は、総務、民生、土木等の一般行政が全体の約70.5％、教育、
消防で全体の約16.0％を占め、残りの約13.5％が公営企業の職員となっています。

部門別市町村職員数（令和4年4月1日現在）

特別行政
2,906人
16.0％

公営企業
2,464人　　 

　13.5％　　　　

2 （　）内は平成24年4月1日～令和4年4月1日の部門別市町村職員数の増減を示している。

○国民健康保険事業会計（事業勘定）県内市町村決算額の推移

７ 国民健康保険事業会計

　国民健康保険事業会計は、一般会計（普通会計）とは区分されており（P7参照）、連結実質赤字比率
の算出基礎の一つとなります。
　その歳入・歳出の決算額は、平成27年度をピークに減少しており、また、平成22年度以降赤字とな
っていましたが、平成30年度から黒字となっています。
※なお、平成20年度の決算額は、後期高齢者医療制度の導入に伴い、歳入は保険料が減、歳出は老人保健拠出金が減になったこと
　等により、それぞれ前年度から減少しました。

計
18,203人
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（1）職員数の推移

　減少傾向にあった市町村職員数は、平成29年度以降増加に転じましたが、令和3年度は減少となりまし
た。令和4年4月1日現在においては、前年と比べ2人増加となり、約1万8千人となっています。
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８ 地方公営企業
（1）地方公営企業の役割

　地方公営企業は、地方公共団体が住民の福祉の増進を目的として経営する企業であり、上下水道事
業、病院事業、交通事業などがその代表的なものです。
　これらの企業は、住民の生活水準の向上を図る上で大きな役割を果たしており、特に上下水道事業に
ついては、そのほとんどが地方公営企業によって行われています。

（2）事業数

　事業数は、174事業であり、事業別にみると、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、水道事業、
宅地造成事業、病院事業の順になっています。

（3）決算規模

　決算規模は、1,727億48百万円で、事業別にみると、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、水
道事業、病院事業の順になっています。

174
事業

下水道
87事業
（50.0%）

水道
（簡易水道を含む）

57事業
（32.8%）

宅地造成
11事業
（6.3%）

その他
14事業
（8.0%）

その他
35億円
（2.0%）

病院
5事業
（2.9%）

（令和3年度末）
（注）政令市を除く

（令和3年度）
（注）政令市を除く

決算規模の算出方法
〔法 適 用〕総費用‐減価償却費＋資本的支出
〔法非適用〕総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

1,727
億円

水道
（簡易水道を含む）

679億円
（39.3%）

病院
182億円
（10.6%）

下水道
831億円
（48.1%）



（4）経営状況

　令和3年度における収支の状況を事業別に見ると、法適用企業は下水道（特定地域生活排水及び個別排
水）を除く全事業が黒字、法非適用企業は全事業が黒字となっています。
　しかしながら、基準外繰入金を差し引いた実質的な収支の状況は、多くの事業で赤字となっています。
　地方公営企業の経営は、財やサービスの対価としての料金収入により運営する独立採算が原則であり、
他会計からの基準外繰入金に頼らず経営を維持していく努力が必要です。

0 200,000 400,000 600,000
（千円）

200,000400,000600,000

収支の状況 赤字赤字 黒字黒字

基準外繰入金を除いた場合の収支の状況 赤字赤字 黒字黒字

（令和3年度）（注）政令市を除く

法
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用
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工業用水道

下水道（特定環境）

下水道（個別排水）
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その他

病院
下水道（公共）

上水道

下水道（農業集落）
下水道（漁業集落）
下水道（小規模）
下水道（特定地域）

交通（船舶）
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下水道（特定地域）

下水道（公共）

簡易水道

下水道（漁業集落）

市場
観光施設

駐車場整備

宅地造成（臨海）
宅地造成（その他）

法
非
適
用
企
業

介護サービス

（注）収支額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
※地方公営企業法の適用を受ける事業を「法適用企業」、適用を受けない事業を「法非適用企業」という。
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８ 地方公営企業
（1）地方公営企業の役割

　地方公営企業は、地方公共団体が住民の福祉の増進を目的として経営する企業であり、上下水道事
業、病院事業、交通事業などがその代表的なものです。
　これらの企業は、住民の生活水準の向上を図る上で大きな役割を果たしており、特に上下水道事業に
ついては、そのほとんどが地方公営企業によって行われています。

（2）事業数

　事業数は、174事業であり、事業別にみると、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、水道事業、
宅地造成事業、病院事業の順になっています。

（3）決算規模

　決算規模は、1,727億48百万円で、事業別にみると、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、水
道事業、病院事業の順になっています。
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（50.0%）

水道
（簡易水道を含む）
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（32.8%）

宅地造成
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（6.3%）

その他
14事業
（8.0%）

その他
35億円
（2.0%）

病院
5事業
（2.9%）

（令和3年度末）
（注）政令市を除く

（令和3年度）
（注）政令市を除く

決算規模の算出方法
〔法 適 用〕総費用‐減価償却費＋資本的支出
〔法非適用〕総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

1,727
億円

水道
（簡易水道を含む）

679億円
（39.3%）

病院
182億円
（10.6%）

下水道
831億円
（48.1%）
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H29
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年度　 企業債発行額の推移

（5）企業債の状況

年度　 企業債残高の推移

  ①  企業債発行額

　令和3年度における企業債発行額は約279億円であり、前年度に比べ約42億円の減となっています。

  ②  企業債残高

　令和3年度末の企業債残高は約5,248億円と、減少傾向にあります。

H29

H30

R1

R1

R2

5,730

27376 18533 6

26862 18941 12

R3

27460 19341 16

32175 22751 14

27984 18751 2

1,348 26 213 4,102 41

R2

5,6011,307 25 193 4,029 47

R3

5,4831,267 22 172 3,965 57

5,3741,257 7 153 3,893 64

5,2481,240 8 128 3,818 54
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（1）統一的な基準による地方公会計の活用・公共施設マネジメントの推進

　住民に対する説明責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、現金主義会計を補完
するものとして、発生主義会計に基づく財務書類等の開示が推進されてきました。平成26年には「統一
的な基準」による地方公会計の整備方針が示され、その後の総務大臣からの要請により、県内市町村に
おいても、当該基準による固定資産台帳及び財務書類（以下「財務書類等」という。）が作成されたと
ころです。
　地方公共団体が、中長期的な見通しに基づく持続可能な財政運営・経営を行うためには、自らの財
政・経営状況、ストック情報等を的確に把握し、「見える化」することが重要であり、地方公会計の推
進、地方財政の「見える化」に取り組む必要があります。また、地方公会計の情報のさらなる活用等の
観点からも、決算年度の翌年度末までに財務書類等を作成・更新することが求められます。

決算年度の翌年度末までに作成・更新が完了しない団体においては、毎年度、確実に財務書類等の作成・更新を

行うこと、及び、作成・更新の早期化を図る（少なくとも決算年度の翌年度末までには完成させる）ことが必要。

地方公会計の「整備」と「活用」の状況認識について

「令和2年度決算に係る財務書類の作成状況等に関する調査」より

出典：総務省作成資料「「統一的な基準」による地方公会計の現状について」（一部抜粋）

出典：総務省作成資料「地方公会計の活用に関する今後の進め方について」（一部抜粋）

９ 今後の課題

○「統一的な基準」による財務書類を、決算年度の翌年度末までに作成しているのは、令和4年3月末時点で、1,638団体

（全体の91.6％）に上る。固定資産台帳の毎年度更新も1,683団体（94.1％）が対応している。

　　→ 地方公会計の整備については、「統一的な基準」導入以降、さらなる精緻化、早期化等の課題はあるものの、相当程

度進捗していると言えるのではないか。

○一方、「活用」は、令和3年度アンケートによると、「財務書類や固定資産台帳の情報を基に、各種指標の分析を行った」

団体は989団体（55.3％）と5割を超える程度であり、また、活用が期待される「公共施設等総合管理計画又は個別施設計

画の策定、改訂」は408団体（22.8％）、「公共施設の見直しの際の検討材料」は61団体（3.4％）にとどまっている。

　　→ 地方公会計の活用については、分析については一定の進捗が見られるものの、公共施設マネジメント等、活用が特

に期待される分野において、低水準にとどまっているように見える。

   【令和2年度末時点の状況を反映した固定資産台帳の整備（更新）状況】（令和4年3月31日時点）
　※固定資産台帳の更新を毎年度行うことが必要

   【令和2年度決算に係る一般会計等財務書類（財務4表）の作成状況】（令和4年3月31日時点）
　※令和5年度までに全都道府県、令和7年度までに全団体で決算年度の翌年度末までに財務書類の作成を完了することが必要

46 (97.9%) 1,637 (94.0%) 20 (100.0%) 1,617 (94.0%) 1,683 (94.1%) 1,565 (87.5%)

47 (100.0%) 1,741 (100.0%) 20 (100.0%) 1,721 (100.0%) 1,788 (100.0%)
 [+118 (+6.6%)]対象団体数

整備（更新）済み

整備（更新）状況 都道府県
※参考

前年度の状況合計指定都市 指定都市除く
市区町村

市区町村

46 (97.9%) 1,592 (91.4%) 20 (100.0%) 1,572 (91.3%) 1,638 (91.6%) 1,539 (86.1%)

47 (100.0%) 1,741 (100.0%) 20 (100.0%) 1,721 (100.0%) 1,788 (100.0%)
  [+99 (+5.5%)]対象団体数

作成済み

市区町村都道府県作成状況
※参考

前年度の状況合計指定都市除く
市区町村

指定都市

（単位：団体）

（単位：団体）
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0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

（注）政令市を除く

（注）政令市を除く

0 200100 300 400

億円　上水道　 簡易水道　 病院 　下水道　 その他

H29

H30

年度　 企業債発行額の推移

（5）企業債の状況

年度　 企業債残高の推移

  ①  企業債発行額

　令和3年度における企業債発行額は約279億円であり、前年度に比べ約42億円の減となっています。

  ②  企業債残高

　令和3年度末の企業債残高は約5,248億円と、減少傾向にあります。

H29

H30

R1

R1

R2

5,730

27376 18533 6

26862 18941 12

R3

27460 19341 16

32175 22751 14

27984 18751 2

1,348 26 213 4,102 41

R2

5,6011,307 25 193 4,029 47

R3

5,4831,267 22 172 3,965 57

5,3741,257 7 153 3,893 64

5,2481,240 8 128 3,818 54
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○将来の施設更新必要額の推計
　→施設の更新経費の平準化、総量
抑制等の全庁的な方針の検討

○未収債権の徴収体制の強化
　→貸借対照表上の回収見込額を基
にした債権回収のための全庁的
な組織体制の検討

○予算編成への活用
　→ライフサイクルコストを踏まえた施設
建設の検討

○公共施設等総合管理計画の推進等
　→公共施設等総合管理計画の見直し・推進
や個別施設計画の策定・推進への活用

○施設の統廃合
　→施設別コストの分析による統廃合の検討
○受益者負担の適正化
　→受益者負担割合による施設使用料の見直し
○行政評価との連携
　→利用者１人当たりコスト等を活用して評価

マクロ的視点適切な資産管理

情報開示

財政指標の設定

ミクロ的視点セグメント分析

　統一的な基準による財務書類等については、毎年度適切に作成し、わかりやすく開示するとともに、
資産管理、予算編成、行政評価等に活用していくことが重要です。しかし財務書類等の活用状況に関し
ては、活用した団体は依然として一部の団体に限られていることから、より積極的に活用していくこと
が求められています。
　財務書類等から得られる情報を用いて、従来の決算統計や健全化判断比率など、既存の指標に加え、
地方公共団体が保有する資産・負債等に関する新たな指標を算出することにより、財政状況を多角的に
分析することが可能になります。指標については、当該年度の類似団体比較（数値分析・指標分析）や
経年比較（数値・指標の増減分析）により分析することにより、自団体の財政状況の特徴や傾向を把握
することができます。さらに、決算統計や健全化判断比率等も組み合わせることによって、より多面的
な分析を行うことができます。

出典：総務省作成資料「地方公会計の更なる活用について」（一部抜粋）

地方公会計の活用状況（令和３年度）

財務書類・固定資産台帳の活用方法

（単位：団体）

「令和2年度決算に係る財務書類の作成状況等に関する調査」より（令和4年3月31日時点）※合計の％表示については、1,788団体を分母として計算。
※複数回答あり。

19 (40.4%) 970 (55.7%) 13 (65.0%) 957 (55.6%) 989 (55.3%) 963 (53.9%)

2 (4.3%) 73 (4.2%) 4 (20.0%) 69 (4.0%) 75 (4.2%) 86 (4.8%)

8 (17.0%) 400 (23.0%) 4 (20.0%) 396 (23.0%) 408 (22.8%) 211 (11.8%)

1 (2.1%) 60 (3.4%) 2 (10.0%) 58 (3.4%) 61 (3.4%) 97 (5.4%)

9 (19.1%) 230 (13.2%) 6 (30.0%) 224 (13.0%) 239 (13.4%) 218 (12.2%)

37 (78.7%) 412 (23.7%) 12 (60.0%) 400 (23.2%) 449 (25.1%) 480 (26.8%)

12 (25.5%) 7 (0.4%) 4 (20.0%) 3 (0.2%) 19 (1.1%) 26 (1.5%)

1 (2.1%) 28 (1.6%) 0 (0.0%) 28 (1.6%) 29 (1.6%) 23 (1.3%)

3 (6.4%) 66 (3.8%) 3 (15.0%) 63 (3.7%) 69 (3.9%) 65 (3.6%)

● 地方公会計から得られる各種指標の分析については、過半数の団体で行われるなど、定着が進んできた。

● 一方、資産管理等への活用が２割程度に留まるなど、公共施設マネジメント等への更なる活用の余地があるのではないか。

地方公会計情報（固定資産台帳・財務書類）の一層の活用方法の検討が必要

区分 都道府県 市区町村 合計指定都市 指定都市除く
市区町村

※参考
前年度の状況

財務書類や固定資産台帳の情報を基に、各種指標
の分析を行った
施設別・事業別等の行政コスト計算書等の財務書
類を作成した
公共施設等総合管理計画または個別施設計画の策定や
改訂時に財務書類や固定資産台帳の情報を活用した
公共施設の見直し等を行う際の検討材料として、財務書類や
固定資産台帳の情報を利用し、施設の適正管理に活用した
決算審査の補足資料とするなど、議会における説
明資料として活用した
簡易に要約した財務書類を作成するなどし、住民
に分かりやすく財政状況を説明した
財務書類や固定資産台帳の情報を基に、地方債の
説明会において財政状況を説明した

未利用財産の売却時等に固定資産台帳を活用した

上記以外の活用

財務書類・固定資産台帳に係る各種指標を設定
→有形固定資産減価償却率を踏まえた公共施設等マネジメント等

○住民への公表や地方議会での活用
　→財務書類のわかりやすい公表や議会審議の活性化

○地方債ＩＲへの活用
　→市場関係者に対する説明資料として活用
○ＰＰＰ／ＰＦＩの提案募集
　→固定資産台帳の公表により民間提案を募集

事業別・施設別の行政コスト計算書等を作成することでセグメントごとの分析が可能

行政内部での活用　⇒　人口減少が進展する中、限られた財源を「賢く使うこと」につなげる

行政外部での活用
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出典：総務大臣通知「公営企業会計の適用の推進について」（平成27年1月27日総財公第18号）添付資料

（2）公営企業会計の適用の推進について

　公営企業の財務は、民間企業の会計基準と同様の公営企業会計について、事業の特性や規模等を考慮
し、すべての事業に適用してはおらず、地方公共団体が任意（条例）でその適用を決定しています。
　現下の人口減少等による料金収入の減少、施設・設備の老朽化に伴う更新投資の増大など厳しさを増
す経営環境を踏まえ、地方公共団体が公営企業の経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等にさらに
的確に取り組むために、公営企業会計の適用が推進されています。

水道事業
工業用水道事業
軌道事業
自動車運送事業
鉄道事業
電気事業
ガス事業

①地方公営企業法全部適用

病院事業

簡易水道事業
下水道事業
船舶事業
港湾整備事業
市場事業
と畜場事業
観光事業
宅地造成事業　　等

財務（公営企業会計）、組織、職員の身分取扱い
等、法の規定のすべてが当然に適用される

経営、資産等の正確な把握による経営管理の向上
　発生主義を導入し、民間企業と同様の精度の高い財務諸表（貸借対照表
（BS）、損益計算書（PL）、固定資産台帳等）を作成することにより、公営企
業の経営、資産等を正確に把握することが可能。

弾力的な経営を行うことが可能
　予算を超える弾力的な支出、効率的・機動的な資産管理等が可能とな
り、経営の自由度が向上。

②地方公営企業法一部適用
財務（公営企業会計）規定のみ適用される
（各団体の判断ですべて適用することも可能）

③地方公営企業法任意適用
各団体の判断で、法の全部（①）か一部（②）を条
例で適用することが可能

公営企業会計の適用関係（地方公営企業法） 公営企業会計の特徴と適用の主なメリット

・より計画的な経営基盤の強化、財政マネジメントの向上等が可能。

・経営に要する経費の的確な原価計算により、さらに適切な料金算定が可能。

・経営の透明性が向上し、他団体との比較可能性も確保され、議会・住民のガ
 バナンスが向上。

・住民ニーズへの迅速な対応が可能となり、経営の効率化、住民サービスの
  向上等につながる。

出典：総務省作成資料「地方公会計における財務書類等の作成・更新の早期化等について」（一部抜粋）

　公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するため、県内全ての市町村が、公共施設等総合管理計画
（以下「総合管理計画」という。）を策定しています。また、総合管理計画に基づき個別施設ごとの具体
的な対応方針を定める個別施設計画については、令和2年度末までの策定を要請されていたところです。
　総合管理計画の策定から一定の期間が経過していること等を踏まえ、各市町村においては、令和2年度
末までに策定された個別施設計画等の内容を反映しつつ、令和3年度末までに総合管理計画の見直しを進
めていただいたところです。令和4年度以降も各地方公共団体における公共施設等の脱炭素化の推進方針
や、総合管理計画及び個別施設計画に基づき実施する点検・診断の結果を反映させるなど、不断の見直
しを実施し、順次充実させていくことが求められています。

地方公会計と公共施設の適正管理の連携について
　地方公会計と公共施設等の適正管理をリンクさせることによって、公共施設等のマネジメントをより効果的に推進することが可能となる。

○　統一的な基準による地方公会計の整備の一環として、公共施設等の取得年月日、取得価額、耐用年数といったデータを含む固定
資産台帳を整備する。※併せて公共施設等の実際の損耗状態等を把握しておくことも重要

○　統一的な基準による財務書類（貸借対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書等）を作成する。

統一的な基準による固定資産台帳・財務書類の整備 地方公会計

地方公会計

公共施設等適正管理

公共施設等適正管理

公共施設等
適正管理

○　固定資産台帳のデータ、各施設の診断結果や個別施設計画に記載した具体的な対策内容等を踏まえ、将来の
施設更新必要額の推計等を行い、充当可能な財源と見比べながら、公共施設等総合管理計画を不断に見直す。

公共施設等総合管理計画等の不断の見直し

○　個別施設計画等において、具体的な対策を決定した公共施設等について、公共施設等適正管理推進事業債等を活用することによ
り、集約化・複合化、転用、除却、長寿命化等を円滑に推進することができる。

公共施設等適正管理推進事業債等の活用

○　個別施設ごとに、点検・診断によって得られた個
別施設の状態を踏まえ、対策内容と実施時期、対策
費用の概算等を整理する。

各分野ごとの個別施設計画の策定
○　施設別の行政コスト計算書等によるセグメント分析を実施すること
で、個別具体的な統廃合等の議論（各論）につなげることができる。

　※公共施設等総合管理計画には、更新・統廃合・長寿命化等の基本的な考え方
（総論）が盛り込まれている

施設別のセグメント分析の実施
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○将来の施設更新必要額の推計
　→施設の更新経費の平準化、総量
抑制等の全庁的な方針の検討

○未収債権の徴収体制の強化
　→貸借対照表上の回収見込額を基
にした債権回収のための全庁的
な組織体制の検討

○予算編成への活用
　→ライフサイクルコストを踏まえた施設
建設の検討

○公共施設等総合管理計画の推進等
　→公共施設等総合管理計画の見直し・推進
や個別施設計画の策定・推進への活用

○施設の統廃合
　→施設別コストの分析による統廃合の検討
○受益者負担の適正化
　→受益者負担割合による施設使用料の見直し
○行政評価との連携
　→利用者１人当たりコスト等を活用して評価

マクロ的視点適切な資産管理

情報開示

財政指標の設定

ミクロ的視点セグメント分析

　統一的な基準による財務書類等については、毎年度適切に作成し、わかりやすく開示するとともに、
資産管理、予算編成、行政評価等に活用していくことが重要です。しかし財務書類等の活用状況に関し
ては、活用した団体は依然として一部の団体に限られていることから、より積極的に活用していくこと
が求められています。
　財務書類等から得られる情報を用いて、従来の決算統計や健全化判断比率など、既存の指標に加え、
地方公共団体が保有する資産・負債等に関する新たな指標を算出することにより、財政状況を多角的に
分析することが可能になります。指標については、当該年度の類似団体比較（数値分析・指標分析）や
経年比較（数値・指標の増減分析）により分析することにより、自団体の財政状況の特徴や傾向を把握
することができます。さらに、決算統計や健全化判断比率等も組み合わせることによって、より多面的
な分析を行うことができます。

出典：総務省作成資料「地方公会計の更なる活用について」（一部抜粋）

地方公会計の活用状況（令和３年度）

財務書類・固定資産台帳の活用方法

（単位：団体）

「令和2年度決算に係る財務書類の作成状況等に関する調査」より（令和4年3月31日時点）※合計の％表示については、1,788団体を分母として計算。
※複数回答あり。

19 (40.4%) 970 (55.7%) 13 (65.0%) 957 (55.6%) 989 (55.3%) 963 (53.9%)

2 (4.3%) 73 (4.2%) 4 (20.0%) 69 (4.0%) 75 (4.2%) 86 (4.8%)

8 (17.0%) 400 (23.0%) 4 (20.0%) 396 (23.0%) 408 (22.8%) 211 (11.8%)

1 (2.1%) 60 (3.4%) 2 (10.0%) 58 (3.4%) 61 (3.4%) 97 (5.4%)

9 (19.1%) 230 (13.2%) 6 (30.0%) 224 (13.0%) 239 (13.4%) 218 (12.2%)

37 (78.7%) 412 (23.7%) 12 (60.0%) 400 (23.2%) 449 (25.1%) 480 (26.8%)

12 (25.5%) 7 (0.4%) 4 (20.0%) 3 (0.2%) 19 (1.1%) 26 (1.5%)

1 (2.1%) 28 (1.6%) 0 (0.0%) 28 (1.6%) 29 (1.6%) 23 (1.3%)

3 (6.4%) 66 (3.8%) 3 (15.0%) 63 (3.7%) 69 (3.9%) 65 (3.6%)

● 地方公会計から得られる各種指標の分析については、過半数の団体で行われるなど、定着が進んできた。

● 一方、資産管理等への活用が２割程度に留まるなど、公共施設マネジメント等への更なる活用の余地があるのではないか。

地方公会計情報（固定資産台帳・財務書類）の一層の活用方法の検討が必要

区分 都道府県 市区町村 合計指定都市 指定都市除く
市区町村

※参考
前年度の状況

財務書類や固定資産台帳の情報を基に、各種指標
の分析を行った
施設別・事業別等の行政コスト計算書等の財務書
類を作成した
公共施設等総合管理計画または個別施設計画の策定や
改訂時に財務書類や固定資産台帳の情報を活用した
公共施設の見直し等を行う際の検討材料として、財務書類や
固定資産台帳の情報を利用し、施設の適正管理に活用した
決算審査の補足資料とするなど、議会における説
明資料として活用した
簡易に要約した財務書類を作成するなどし、住民
に分かりやすく財政状況を説明した
財務書類や固定資産台帳の情報を基に、地方債の
説明会において財政状況を説明した

未利用財産の売却時等に固定資産台帳を活用した

上記以外の活用

財務書類・固定資産台帳に係る各種指標を設定
→有形固定資産減価償却率を踏まえた公共施設等マネジメント等

○住民への公表や地方議会での活用
　→財務書類のわかりやすい公表や議会審議の活性化

○地方債ＩＲへの活用
　→市場関係者に対する説明資料として活用
○ＰＰＰ／ＰＦＩの提案募集
　→固定資産台帳の公表により民間提案を募集

事業別・施設別の行政コスト計算書等を作成することでセグメントごとの分析が可能

行政内部での活用　⇒　人口減少が進展する中、限られた財源を「賢く使うこと」につなげる

行政外部での活用
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